
経済・財政再生計画の
改革工程、ＫＰＩの進捗整理表

参考資料１

＜ＫＰＩの進捗状況の区分について＞
本資料においては、ＫＰＩの進捗状況について、以下の基準により区分している。

Ａ ：目標達成期間に対する経過期間の割合以上に、ＫＰＩが目標達成に向けて進捗している
Ｂ ： ＡほどＫＰＩが進捗していない
Ｎ ：今後データが得られるため、現時点で区分困難
Ｆ ： 定量的な目標値が設定されていない

※「Ａ」区分の考え方
ＫＰＩの進捗状況（目標数値から初期数値を引いた値に対する、現在数値から初期数値を
引いた値の割合）が、目標達成期間に対する経過期間の割合を上回っている場合に「Ａ」とする。

注：初期数値 ・・・現在において入手可能な、計画開始直前のＫＰＩの数値
現在数値 ・・・現在把握できる、直近のＫＰＩの数値
目標達成期間 ・・・計画開始時点から、ＫＰＩごとに定めた目標達成時期までの期間

経過期間 ・・・初期数値の時点から、現在数値の時点までの期間

※目標値を「増加」または「縮小」等としているＫＰＩについては、以下の基準により区分する。
Ａ：目標値に向かって進捗している
Ｂ：数値に変更がない、又は目標値に相反して進捗している
Ｎ：今後データが得られるため、現時点で区分困難

【地方行財政改革・分野横断的な取組】

※本資料は、「経済・財政再生計画 改革工程表2017改定版」の策定に向けて、「経済・財政再生アクション・プログラム（平成
27年12月24日経済財政諮問会議決定）」で定めた改革工程及び、ＫＰＩの進捗状況について、各ＷＧにて整理したもの。
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【地方行財政改革・分野横断的な取組】

（2017年10月31日時点）
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

・まち・ひと・しごと創生事業費のうち、
「人口減少等対策事業費」に占める成
果反映配分の割合

集中改革期
間の後に５
割以上

必要度に応じた算定：
4,670億円（2017年度）
成果に応じた算定：
1,330億円（2017年度）

A

2017年度から段階的に３年間かけ
て1,000億円シフトする予定。
必要度に応じた算定：
4,000億円（2019年度）
成果に応じた算定：
2,000億円（2019年度）

第
二
階
層

まち・ひと・しごと創生事業費の算定に
使用している指標（人口増減率、年少
者人口比率、自然増減率、若年者就
業率、女性就業率）

－

①人口増減率
-0.2% (2016年)
②年少者人口比率
12.7% (2017年)
③出生率
1.45 (2015年)
④若年者就業率
55.1% (2015年)
⑤女性就業率
65.9% (2015年)

F
２０１７年度又は直近の実績値を２０
１７年７月頃に把握。

地方の自主的な取組を前提としつつ、
経済再生と合わせた地方財政分野全
体における改革の成果を事後的に検
証する指標（地方税収入額、地方債
依存度）

－

地方税収入額 38.2兆円

地方債依存度 10.5％
（2015年度）

N
2016年度決算の数値は、2017年11
月頃に把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

2017年度から「取組の必要度」に応じ
た算定（2016年度 5,000億円）から「取
組の成果」に応じた算定（2016年度
1,000億円）へ1,000億円シフト
地方団体への影響を踏まえて、３年間
かけて段階的に実施

2017年度においては、「取組の必要度」に応じた
算定から「取組の成果」に応じた算定へ330億円シ
フト。
（順調）

地方団体への影響を踏まえて、
2017年度から段階的に３年間かけて
1,000億円シフトする予定。

「必要度」「成果」の算定基準に基づく
各自治体への配分につき詳細内訳（自
治体ごとの各項目の数値、算定結果）
を（「地域の元気創造事業費」も同様）
ホームページでの公表により、「見える
化」を推進

2017年度算定における「人口減少等特別対策事
業費」及び「地域の元気創造事業費」の詳細内訳
について、ホームページで公表済み。
（順調）

改革期間を通じ、同様の取組を実
施。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

病院事業について、再編・ネットワーク
化に取り組む地方自治体に対し、重点
化して行うこととした地方交付税措置を
引き続き実施

【総務省】2015年度から、新公立病院改革プランに
基づき行われる再編・ネットワーク化に係る施設・
設備の整備について、病院事業債（特別分）を措
置し、その元利償還金の40％を普通交付税措置
（通常は25％）。（順調）

【総務省】2018年度以降についても、引
き続き、同様の取組を実施。

水道事業について、高料金対策に係る
地方交付税措置に経営戦略策定を要
件化

【総務省】2017年度から、水道事業の高料金対策に係
る地方交付税措置に経営戦略策定を要件化。（順調）

【総務省】2018年度以降についても、引
き続き、同様の取組を実施。

生活基盤施設耐震化等交付金を通じ
て水道事業の広域連携を推進

【厚労省】生活基盤施設耐震化等事業計画を策定
した都道府県に対して、当該計画に基づき広域連
携の推進に資する事業を実施するための費用の
一部を交付しており、平成29年度は48事業に交付
している。（順調）

【厚労省】引き続き、必要な予算の確保
に努め、都道府県からの要望に対応す
る。

下水道事業について、高資本費対策
に係る地方交付税措置に経営戦略策
定を要件化

【総務省】2017年度から、下水道事業の高資本費対
策に係る地方交付税措置に経営戦略策定を要件化。
（順調）

【総務省】2018年度以降についても、引
き続き、同様の取組を実施。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分
次回の把握時期と今後の方

針

第
一
階
層

経営戦略の策定率
2020年度まで
に100％

策定済み 44.2％
（2016年度末時点）

A

2020年度までに策定予定の事
業は2016年度末で82.3％（策定

済を含む）。
2017年度の策定状況は2018年
８月頃に把握。

新公立病院改革プランの策定率
2018年度まで
に100％

策定済み 92.7％
（2016年度末時点）

A
2017年度実績は2018年８月頃

把握。

第
二
階
層

地方の自主的な取組を前提としつつ、
地方公営企業分野全体における改革
の成果を事後的に検証する指標（収
支、繰出金）

－
①収支 7,235億円の黒字
②繰出金 ２兆9,570億円
（2016年度決算）

N
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。
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ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

広域連携に取り組む
圏域数

【連携中枢都市圏】
30圏域(2020年度まで)
【定住自立圏】
140圏域(2020年度まで)

【連携】23圏域
（2017年10月1日現在）
【定住】119圏域
（2017年10月1日現在）

A
2018年度の実績は2018年10月に把握

第
二
階
層

社会人口増減など事
後的な検証を行うた
めの指標

各圏域において設定

【連携】連携中枢都市園
ビジョンを策定している
23圏域において指標を
設定済み。
（各圏域における指標
の設定状況を集計
中。）
【定住】共生ビジョンを
策定している110圏域
（連携中枢都市圏に移
行済みの４圏域を除く）
のうち、85圏域において
指標を設定済み。（その
他の圏域については、
次回の共生ビジョンの
改訂に向けて指標を検
討中。15圏域がH29年
内に、7圏域がH29年度
内に設定見込み。残り
の3圏域については連
携中枢都市圏への移行
等を検討中。）
（各圏域における指標
の設定状況を集計
中。）

N
引き続き、各圏域における成果指標の
設定、進捗管理を促す。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

広域連携（連携中枢都市圏・定住自立
圏）を地方交付税で支援

2016年度中に設定したＫＰＩを踏まえ、
取組を推進

連携中枢都市圏・定住自立圏の形成について、交
付税措置により支援。 （順調）

引き続き同様の措置により支援。
社会人口増減などを事後的に検証。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

公共施設等総合管理
計画を策定した地方
自治体数【再掲】

2016年度末までに100％ 策定済み 98.2%
（2016年度末時点）

A

未策定の32団体のうち、28団体は2017年度
中に策定完了予定であり、残りの4団体はい
ずれも東日本大震災被災地の団体である。
未策定の団体については、引き続き、策定
状況等のフォローアップを行う。

施設の集約化・複合
化等を実施した地方
自治体数【再掲】

増加、進捗検証

2016年度において、
公共施設最適化事
業債・地域活性化
事業債（転用）・除
却事業に係る地方
債を活用した地方
公共団体数は、延
べ234団体

F

各地方公共団体における公共施設等の適
正管理の取組を一層推進するため、平成29
年度地方財政計画において、「公共施設等
適正管理推進事業費」が計上されており、引
き続き、各団体による公共施設等の集約化・
複合化等の取組を推進する。

第
二
階
層

有形固定資産減価償
却率

－

都道府県 44.9
市町村 55.6
※平成27年度決算
（平成28年３月末）
時点全国平均値

F
各都道府県、市町村の2017年３月末時点の
数値を把握し、今後公表予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

地方交付税措置のある地方債を活用
した公共施設等の集約化・複合化等の
取組を促進 2017年度より、新たに「公共施設等適正管理推進

事業債」として、集約化・複合化等支援を実施。
（順調）

引き続き公共施設等適正管理推進事業
債による公共施設等の集約化・複合化
等の支援を実施地方債の活用状況等を踏まえ、2018

年度以降必要な支援を検討し方針決
定

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

反映を開始した対象業務

23業務全てに
ついてできる限
り集中改革期
間中に導入を
目指す

１８業務 A

・ 図書館、博物館、公民館、児童
館等管理の４業務については、地
方団体の意見等を踏まえて導入を

見送り。
・ 窓口業務については、引き続き

検討。

第
二
階
層

歳出効率化の成果（事後的に検証す
る指標）

－ － N

○ 「業務改革モデルプロジェクト」
によるBPR実施団体が試算・公表
した歳出効率化効果は、窓口業務
改革実施後の実績ベースで把握・
公表する予定。

○ 「業務改革モデルプロジェクト」
実施団体以外の自治体についても、
窓口業務改革実施後の実績ベー
スで把握できる歳出効率化効果に
ついては、一覧にまとめて公表す
ることを検討。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：②先進的自治体の経費水準の基準財政需要額算定への反映等

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

歳出効率化に向けた業務改革で他自
治体のモデルとなるようなものを基準
財政需要額の算定に反映（自治体へ
の影響等を考慮しつつ、複数年にか
けて段階的に反映）
地方行政サービス改革に係る調査に
よって把握することとしている自治体
の業務改革のうち、単位費用に計上さ
れている全ての業務（23業務）を検討
対象とし、16業務については2016年度
に導入するとともに、7業務については
課題等を検討し、2017年度以降可能
なものから導入

2017年度においては、2016年度から導入した１６
業務について、段階的な反映における２年目の見
直しを実施するとともに、青少年教育施設管理業
務、公立大学運営業務について、新たにトップラン
ナー方式を導入し、段階的な反映における初年度
の見直しを実施。
（順調）

自治体への影響等を考慮し、引き続き、
段階的に反映。

青少年教育施設管理業務、公立大学
運営業務について、基準財政需要額
の算定に反映開始

2016年度地方行政サービス改革に係
る調査結果等を踏まえ、2018年度対
象業務について方針を検討、決定す
る。

図書館、博物館、公民館、児童館等管理の４業務
については、地方団体の意見等を踏まえて導入を
見送り。
窓口業務については、引き続き検討。（順調）

窓口業務に係る2018年度の対応につい
て方針決定。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：②先進的自治体の経費水準の基準財政需要額算定への反映等

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

地方税の実効的な徴収対策を行う自
治体の徴収率を標準的な徴収率とし
て基準財政収入額の算定に反映
（自治体への影響等を考慮しつつ、
複数年にかけて段階的に反映）
上位３分の１の自治体が達成している
徴収率（過去５年平均）を標準的な徴
収率として算定

上位３分の１の自治体が達成している標準的な徴
収率について、2016年度から基準財政収入額の
算定に反映開始。自治体への影響等を考慮しつ
つ、2020年度までに段階的に反映。
（順調）

引き続き、段階的に反映。

2017年度分の普通交付税を算定
ホームページで公表した内容（先進的
な取組、トップランナー方式導入の趣
旨、経費の算定基準等）を更新し、トッ
プランナー方式に関する周知を推進

トップランナー方式の取組内容について、2017年
度算定を踏まえた内容に更新してホームページで
公表済み。
（順調）

改革期間を通じ、同様の取組を実
施。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況

ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区
分
次回の把握時期と今後の方

針

第
一
階
層

反映を開始した対象業務【再掲】

23業務全てに
ついてできる限
り集中改革期
間中に導入を
目指す

１８業務 A

・ 図書館、博物館、公民館、児
童館等管理の４業務については、
地方団体の意見等を踏まえて
導入を見送り。

・ 窓口業務については、引き続
き検討。

第
二
階
層

歳出効率化の成果（事後的に検証す
る指標）【再掲】

－ － N

○ 「業務改革モデルプロジェク
ト」によるBPR実施団体が試算・
公表した歳出効率化効果は、窓
口業務改革実施後の実績ベー
スで把握・公表する予定。
○ 「業務改革モデルプロジェク
ト」実施団体以外の自治体につ
いても、窓口業務改革実施後の
実績ベースで把握できる歳出効
率化効果については、一覧にま
とめて公表することを検討。

14
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分
次回の把握時期と今後の方

針

第
一
階
層

- - - - -

第
二
階
層

- - - - -

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：③地方財政制度の改革に係る経済効果の検証

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

総務省に基礎データの収集状況を確
認した上で、財政効果・経済効果を検
証

内閣府において、経済効果の検証手法について
検討し、第５回国と地方のシステムWG（29年4月）
において、仮試算結果を公表。
今後、総務省から基礎データの提供を受け、当該
データを活用して、財政効果を推計した上で、年度
内に経済効果を検証。（順調）

改革期間を通じ、引き続き検証

自治体の頑張りを多面的に評価する
経済指標について、最新の数値を収
集し、都道府県、市町村別にホーム
ページで公表

昨年度までの検討を踏まえ、第５回ＷＧ（29年４

月）において、「主たるモニタリング指標」とされた

指標等について、年度内に「見える化ＤＢ」に収録

する。（順調）

改革期間を通じ、引き続き実施

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況

16
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

重点事業における公営企業会計の適用
自治体数（人口3万人以上）

（人口3万人以上の
自治体）2020年度
予算から対象自治
体の100％

【下水道事業】
適用済み 40.0％
取組中 58.8％
計 98.8％

【簡易水道事業】
適用済み 57.9％
取組中 34.7％
計 92.6％

（2017年4月1日時点）

A
2018年４月１日時点の取組状況に
ついて、2018年８月頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程

改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

2016年度決算について新会計基準に
基づき公表し、決算情報の「見える化」
を推進

2016年度決算の概要について新会計基準に基づ
き、公表（2017年９月）。
（順調）

2017年度決算についても新会計基準に
基づき、公表予定。

研究会における検討結果を踏まえ、
「経営比較分析表」の公表分野の拡大
(毎年度２～３事業分野程度)や廃止・
民営化等の検討に資する指標の追加
等内容の充実を図り、公営企業の全
面的な「見える化」を強力に推進

「公営企業の経営のあり方に関する研究会報告書」を
公表（2017年３月）。
同報告書を踏まえ、「経営比較分析表」を既に作成・
公表している水道事業及び下水道事業に加え、交通
事業（バス事業）及び電気事業の２事業について、廃
止・民営化等の検討に資する指標を含む「経営比較
分析表」を作成・公表（2017年９月）。
（順調）

「経営比較分析表」の作成・公表対象事
業の更なる拡大を検討。

重点事業（下水道事業、簡易水道事
業）を中心に、地方財政措置等により、
公営企業会計の適用を推進

2015年度～2020年度において、公営企業会計の適用
に直接必要な経費に対して財政措置を実施すること
としており、2017年度においても同様に措置。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、財
政措置を実施。

公営企業会計の適用の2016年度にお
ける進捗状況を調査・公表。調査結果
を基に適用拡大を更に推進

2017年４月１日時点における公営企業会計適用の取
組状況を調査し、結果を公表（2017年８月）。
重点事業について、公営企業会計適用の取組が遅れ
ている団体が多い都道府県を対象にヒアリングを実
施（2017年10月）。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、同
様の取組を実施。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況

18



19

経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

収支赤字事業数
2014年度決算
（1,174事業）よ
り減少

828事業
（2016年度決算）

A
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

第
二
階
層

地方の自主的な取組を前提としつつ、
地方公営企業分野全体における改革
の成果を事後的に検証する指標（収
支、繰出金）

－

①収支 7,235億円の黒
字

②繰出金 ２兆9,570億
円

（2016年度決算）

N
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

抜本的な改革の取組状況や課題等に
ついて、最新の状況を調査し、結果を
公表

調査結果について、個別団体ごとに公
表し、「見える化」を推進。優良事例集
を更新し、優良事例集を活用し、引き
続き、横展開を推進

2017年3月31日時点における抜本的な改革の取組状
況等に係る調査を実施し、調査結果を取りまとめると
ともに個別団体ごとに公表（2017年９月）。
「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良
事例集」を作成・公表（2017年３月）。
（順調）

抜本的な改革の取組状況等について、
2018年度以降も調査を実施し、「見える
化」を徹底。
左記調査結果に基づき、直近の先進的
な取組事例を追加するなど、「地方公営
企業における抜本的な改革等の先進・
優良事例集」を更新し、内容の充実を図
る予定（2017年度中）。

研究会における検討結果に基づき、抜
本的な改革を推進

2017年３月に作成・公表した「公営企業の経営のあり
方に関する研究会報告書」、「地方公営企業の抜本
的な改革等に係る先進・優良事例集」等について、全
国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議
（2017年４月21日）はじめ、様々な会議・講演などの機
会を通じて周知徹底。
（順調）

引き続き、様々な機会を通じて周知徹
底を図っていく。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況

20
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

【水道】水道事業について、各都道
府県における広域化等の検討結
果の経営戦略への反映を推進

【総務省】46道府県において水道事業の広域化等
検討体制が設置された（2017年３月）。道府県の
検討体制における先進的な取組について各都道
府県へ情報共有（2017年４月、８月）。（順調）

【総務省】道府県ごとの広域化等の検討
結果が市町村等の経営戦略へ反映さ
れるよう、都道府県に対するフォロー
アップを行っていく。

【水道】生活基盤施設耐震化等交
付金を通じて、水道事業の広域連
携を推進

【厚労省】生活基盤施設耐震化等事業計画を策定
した都道府県に対して、当該計画に基づき広域連
携の推進に資する事業を実施するための費用の
一部を交付しており、平成29年度は48事業に交付
している。（順調）

【厚労省】引き続き、必要な予算の確保
に努め、都道府県からの要望に対応す
る。

【水道】都道府県における協議会
の設置、基盤強化計画の策定、官
民連携等に関する所要の法令改
正等

【厚労省】平成29年３月７日に第193回国会に提出
した水道法の一部を改正する法律案については、
継続審議の扱いとなっていたが、同年９月28日の
衆議院の解散に伴い、審議未了により廃案となっ
た。

【厚労省】同法案の国会への早期の再
提出に向けて取り組む。

【水道】広域連携の取組状況、先
進事例を把握、事例集等の作成・
周知を通じ水道事業の広域連携を
推進

【厚労省】全国の水道事業における広域連携の取
組状況を調査し、広域連携の実施状況や検討中
の事例を厚生労働省ＨＰで公開するとともに、都道
府県や水道事業者等との懇談会（全国５ブロック）
や各種説明会等を通じて、広域連携の優良事例
の紹介等を行うことにより、広域連携を推進してい
る。 （順調）
【総務省】水道事業の広域化等の取組を含む「地
方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良
事例集」を作成・公表（2017年３月）。
また、事業統合を行った事業者に対し、経営状況
の違いに関する状況調査を行うとともに、この違い
をどのように乗り越えたかに関する聞き取り調査
を実施し、日本水道協会の地方支部総会等で説
明（2017年６～８月）。 （順調）

【厚労省】引き続き、同様の取組に努め、
広域連携を推進する。

【総務省】直近の先進的な取組事例を
追加するなど、「地方公営企業における
抜本的な改革等の先進・優良事例集」
を更新し、内容の充実を図る予定（2017
年度中）。

【下水道】改正下水道に基づく協議
会の活用による検討協議を推進

【国交省】改正下水道法に基づく協議会について
は、現在4地域（124団体）で設置されており、施設
の統廃合や維持管理の共同化等について検討中。
協議会の活用を含め、広域化に取り組む地域に
ついて、モデル事業として支援。（順調）

【国交省】
・改正下水道法に基づく協議会制度の
活用等、地域の実情に応じた広域化の
取組をより一層推進。
・「経済財政運営と改革の基本方針
2017」を踏まえ、2022年度までの広域化
を推進するための目標を今年度中に設
定し、目標に向けた取組を支援。

【下水道】各都道府県において構
想の見直しの中で広域化を検討

【総務省】「都道府県構想」の見直しを踏まえ、先
進的な取組の横展開やアドバイザー派遣等の経
営戦略の策定支援を通じた広域化等の検討を推
進。（順調）
【国交省】・各都道府県において、都道府県構想見
直しの中で、広域化について検討中。2016年度末
時点で29都府県において、見直し完了済み。

（順調）
【農水省】・各都道府県において、都道府県構想見
直しの中で、広域化について検討中。
・2016年度末時点で29都府県において、見直し完
了済み。 （順調）

【総務省】引き続き、関係３省庁と連携し、
「都道府県構想」の見直しを踏まえ、先
進的な取組の横展開やアドバイザー派
遣等の経営戦略の策定支援を通じた広
域化等の検討を推進。
【国交省】全都道府県における2018年度
までの都道府県構想の見直し完了を目
標に、取組を引き続き支援。
【農水省】全都道府県における2018年度
までの都道府県構想の見直し完了を目
標に、広域化の取組を支援。

【下水道】関係省庁において構想
の見直しによる広域化の検討状況
を把握、広域化の推進について助
言

【病院】新公立病院改革プランの
フォローアップ調査・公表を通じて
再編・ネットワーク化に係る取組状
況を把握し、重点化した地方交付
税措置を通じて引き続き推進

【総務省】新公立病院改革プランのフォローアップ
調査・ヒアリング（2017年11月～）を通じて、取組状
況を把握することとしており、地方交付税措置を重
点化している病院事業債（特別分）の積極的な活
用を助言。 （順調）

【総務省】左記取組を通じて、再編・ネッ
トワーク化に係る取組状況を把握し、検
討の加速に向けた助言を行うとともに、
結果を公表（2017年度中）。

改革工程の進捗状況
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



24

ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

【水道】
広域連携に取り組むこととした市町村
数

増加、進捗検
証

１７４市町村
（2016年度末）

F

【厚労省】2017年度実績について
は、年度内に取りまとめを行う予
定。なお、KPIは、水道法改正案
（国会への早期の再提出を予定）
の成立後に見直し予定。

【下水道】
広域化に取り組むこととした地区数

740箇所
（2016年度末時点） F

【国交省】2017年度末時点実績値
は、2018年10月頃に把握予定。

【病院】
再編・ネットワーク化に係るプランを策
定した病院数

28病院
(2016年度末時点）
※新公立病院改革プ
ランを作成予定の病
院数：863病院

F

【総務省】新公立病院改革プラン
のフォローアップ調査・ヒアリング
（2017年11月～）を通じて、再編・
ネットワーク化に係る取組状況を
把握し、検討の加速に向けた助言
を行うとともに、再編・ネットワーク
化の取組等に関する事例集の作
成・周知（2017年度中）により検討
を加速。
なお、2017年度の実績は2019年９
月頃把握予定。

第
二
階
層

地方の自主的な取組を前提としつつ、
地方公営企業分野全体における改革
の成果を事後的に検証する指標（収
支、繰出金）【再掲】

－

①収支 7,235億円の
黒字

②繰出金 ２兆9,570
億円

（2016年度決算）

N
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

ＫＰＩの状況
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経済・財政再生計画改革工程表 2016改定版（平成28年12月21日）

経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日）



重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

改革工程

改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

2016年度より、経営戦略の策定について、
地方交付税措置を講じ、集中的に推進

2016年度～2018年度において、経営戦略の策定に要
する経費に対して交付税措置を実施することとしてお
り、2017年度においても同様に措置。（順調）

2018年度についても、引き続き交付税
措置を実施。

広域化等の検討状況を含め、経営戦略の
策定に係る最新の進捗状況を調査

調査結果について、個別団体ごとに公表
し、取組状況の「見える化」を推進

2017年3月31日時点における経営戦略の策定状況を
調査。2016年3月末時点の策定率は44.2％。

2017年３月末時点での全都道府県、市町村の事業別
の策定状況を公表（2017年８月）。
策定予定年度未定の事業について、ヒアリングを実
施（2017年10月）。
（順調）

2020年度までに策定予定の事業は
2016年度末で82.3％（策定済を含む）。
2018年度以降も、引き続き、全都道府
県、市町村の事業別の策定状況を公表
する予定（2018年８月頃を予定）。

病院事業について、再編・ネットワーク化
に取り組む地方自治体に対し、重点化し
て行うこととした地方交付税措置を引き続
き実施

2015年度から、新公立病院改革プランに基づき行わ
れる再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備に
ついて、病院事業債（特別分）を措置し、その元利償
還金の40％を普通交付税措置（通常は25％）。 （順
調）

2018年度以降についても、引き続き、同
様の取組を実施。

水道事業について、高料金対策に係る地
方交付税措置に経営戦略策定を要件化

2017年度から、水道事業の高料金対策に係る地方交
付税措置に経営戦略策定を要件化。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、同
様の取組を実施。

下水道事業について、高資本費対策に係
る地方交付税措置に経営戦略策定を要件
化

2017年度から、下水道事業の高資本費対策に係る地
方交付税措置に経営戦略策定を要件化。
（順調）

2018年度以降についても、引き続き、同
様の取組を実施。

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

経営戦略の策定率【再掲】 2020年度までに
100％

策定済み 44.2％
（2016年度末時
点）

A

2020年度までに策定予定の事業は
2016年度末で82.3％（策定済を含む）。
なお、2017年度の策定状況は2018年８
月頃把握予定。

新公立病院改革プランの策定率【再
掲】

2018年度までに
100％

策定済み 92.7％
（2016年度末時
点）

A

2018年度までに策定予定の事業は
2016年度末100.0％（策定済を含む）。
未策定の公立病院についても、早期の
策定を目指し、引き続き、策定に向け
た進捗のフォローアップを行う（2017年
11月～）。
なお、2017年度の策定状況は2018年８
月頃把握予定。

収支赤字事業数【再掲】
2014年度決算（1,174事
業）より減少

828事業
（2016年度決算）

A
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

第
二
階
層

地方の自主的な取組を前提としつつ、
地方公営企業分野全体における改
革の成果を事後的に検証する指標
（収支、繰出金）【再掲】

－

①収支 7,235億
円の黒字
②繰出金 ２兆
9,570億円
（2016年度決算）

N
2017年度決算における実績は
2018年９月末頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

ＫＰＩの状況
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ＫＰＩ
目標値
（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
二
階
層

第三セクター等に対する財政支援額
（補助金、損失補償、債務保証）

減少
【補助金】2,682億円
【損失補償・債務保証】
3.5兆円
（2015年度決算）

A
2016年度決算における実績は
2017年12月頃把握予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：④第三セクター等の改革

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

財政的リスク等について、最新の状況
を調査し、結果を公表
各地方団体による経営健全化の取組
を推進、先進事例集を更新し、引き続
き横展開を推進

2015年度決算における第三セクター等7,410法人のう
ち、地方公共団体が損失補償等を行っている1,193法
人 について財政的リスクの状況調査を実施（2016年
７月）し、調査結果を公表（2017年１月）。調査結果は
団体別・法人別の形式で調査対象法人すべてについ
て公表。
「第三セクター改革等先進事例集」を作成・公表（2017
年３月）。 （順調）

今後も引き続き同様の取組を実施。
整理・再生等の抜本的改革及び損失補
償の削減や債務超過の解消等の経営
健全化の取組事例について、調査を実
施し、「第三セクター改革等先進事例
集」を更新し、内容の充実を図る予定
（2017年度中）。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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